
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事業報告用

令和 4年度 事業報告書

特定非営利活動法人 manma

1 事業の成果
これからライフイベントを迎える若い世代から子育て世代を対象として、ライフキャリアデザイン支

援に関する事業を行った。具体的には、若者が子育て家庭に 1日 訪問する家族留学というプログラムの

運営や、大学等でのライフデザインセミナーの実施を行なった。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 4749千円)

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)

定款に記載
された

事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

ライフキャリ
アデザイン支
援事業

若者が子育て家庭に 1日
訪問する家族留学という
プログラムの運営

通年

オンライ

ン、又は

各家庭

5人

大学生
社会人

子育て家

庭

49人 1769

ライフキャリ
アデザイン支
援事業

若者がライフキャリアに
ついて考える機会を提供
するライフデザインセミ
ナーの実施

10月

～ 3月

オンライ

ン、また

は会場

5人
大学生

社会人
645人 2980

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)

その他 目的 を

達成す るため

に必要な事業

実施無 し



書式第 13号 (法第 28条関係 ) 事 業 報 告 用

2022年度 活動計算書 (その他事業が生登場合)
(2022年:4月 1日 か ら2023年 3月 31日 ま で )    特定非営利活動法人manma

単位 :円
令   霜 小 計 ・ 合 計

正会員受取会費
賛助会員受取会費

2

受取寄附金
施設等受入評価益

受取補助金

ライフキャリアデザイン支援事業収益

受取利息

0

0

176,025
0

176,025

250,000
250,000

379,963
379,963

17

503,619

503,636

1.309.624

¬

2

(¬ )人件質
給料手当
役員報酬
退職給付
福利厚生

費用
費

0

0

0

0

0

(2)そ の他経費
会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費
業務委託費
広告宣伝費

107,100
0

0

0

4,257,992
383.881

4,748,973

4.748.973

(1)人件費
役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

0

0

0

0

0

(2)その他経費
消耗品費
通信費
諸会費
地代家賃
租税公課
修繕費
支払手数料
支払保険料

21,218
81,345
15,000
151,075
10,210
0

62,330
6.000

347,178

347,171

5.096.151

当  期 A B -3 786 527

過年度損益修正益

0

0

災害損失

0

0

0

当  期 蚤 常 外 増 減 | C D
-3.786.527

70,000
0

-3.856.527

固定資産売却損

遭 減 申 1)+(2)・ ・ ・ (3)

法人税、住民税及び事業税.・ ・・④
前樹組織T眸財産須  ..・ ∩

(3)― (4)―卜(5)



書式第 15号 (法第 28条関係 )
事 業 報 告 用

2022年度 貸借対照表
(2023年 3月 31日 現在 ) 特定非営利活動法人manma

単位 :円
金   額 小 計・ 合計

1

現金預金

未収金

棚卸資産

1

車両運搬具
什器備品

2
ソフ トウェア

借地権

敷金
長期貸付金

598,726
0

0

598,726

0

0

0

0

0

0

0

0

0

【A】 資 産 合 計 ①十②

1

】 負 債 の 部

:動角信

未払金

未払法人税等

l角 僣 合計 ・ (3) 443,552

定負債

長期借入金
退職給付引当金

.債合計  ・・・④
443.552

B-2 の

4,011,701
-3,856,527

155_174

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 598,726

【

2

奮 産 合 計  ・ ・ ・ (2)

598, 726

l

373.5521
70,0001

|

|

|

01

01

|



16 28

2022年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人manma

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日 2017年 12月 12日 最終改訂 NPO法人会計基準協議会)によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
該当なし。

(2)固 定資産の減価償却の方法
該当なし。

(3)引 当金の計上基準
該当なし。

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
該当なし。

(5)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込経理方式によっています。

2.事 業別損益の状況

科 目
ライフキャリアデザ
イン支援事業 事業 事業 事業

事業部門計 管理部門 合計

0

176,025

250,000

379,963

0

0

176,025

250,000

379,963

0

0

176,025

250,000

379,963

503,636

805,988 805,988 503,636 1,309,624

107,100

4,257,992

0

0

0

0

383,881

0

0

0

107,100

4,257,992

0

0

21,218

81,345

15,000

151,075

10,210

62,330

6,000

0

107,100

4,257,992

21,218

81,345

15,000

151,075

383,881

10,210

62,330

6,000

4,748,973 4,748,973 347,178 5,096,151
4,748,973 4,748,973 347,178 5,096,151

I 経常収益
1.受取会費
2 受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.そ の他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

役員報酬

退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費
旅費交通費

業務委託費

消耗品費

通信費

諸会費

地代家賃

広告宣伝費

租税公課

支払手数料

支払保険料

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額 -3,942,985 -3,942,985 156,458 -3,786,527

内容 金額 算定方法

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳



4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

円 )

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

事業費と管理費の按分方法

７
，

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備 考

合計

科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

期首残高 当期借入 当期返済 期末残高科 目

合計

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

科 目
計算書類に計上された金

額

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

その他の事業に係る資産の状況

8.



書式第 17号 (法第 28条 関係 )
事 業 報 告 用

2022年度 財産目録
(2023年 3月 31日 現在 ) 特定非営利活動法人manma

単位 :円
令 箱 ′|ヽ 計 計

現金預金
手元現金
GMOあおぞらネット銀行普通預金

草両運搬‐

事業用車両

パ ソコン

ソフ トウェア
オペ レーションシステム

文書編集 ソフ ト

敷 金

598,726
0

598,726

0

0

b98, ノ26

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

【A】 資 産 合 計 ①+② 598,726

【【 -1】 負 債 の 部

未払金
未払金
未払法人税等

源泉徴収税

373,552
70,000

0

動負債合計 ③ 443.552

長期借入金 0

0

色 倍 合 計 ・ ④

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 443,552

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 155,174

科 日



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事業報告用

令和 4年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並び
にこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定上宣利活動法△ manma

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。 )

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏名

1
監事

オチ ミソラ 令和 4年 4月 16
日

令和 5年 3月 31
日

年 月

月

日

日年越智 未空

2 監事

イマムラ ユカ 令和 4年 4月 lC
日

令和 5年 2月 28
日

年  月  日

年  月  日今村 侑果

3 監事

ニオ リ ヒナエ 令和 4年 4月 lC
日

令和 5年 3月 31
日

年  月  日

年  月  日新居 日南恵

4

アキタ マイノ 令和 4年 4月 lC
日

令和 5年 3月 31
日

年  月  日

年  月  日秋田真衣乃

5 監事

トウドウ マチ
コ

令和 5年 3月 lC
日

令和 5年 3月 31
日

年  月  日

年  月  日
藤堂 満智子

6 理事・監事
年 月

月

日

日年

年  月  日

年  月  日

7 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

8 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年  月  日

年  月  日

9 理事・監事
年 月

月

日

日年

年 月

月

日

日年

10 理事・監事
年  月  日 年  月  日

ノ
´~｀
ヽ理事

t霊蜃ジ



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事業報告用

年  月  日 年  月  日



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人manma

氏    名

1 越智 未空

2 藤堂 満智子

3 石川 貴志

4 新居 日南恵

5 長岡 健

6 市川 望美

7 松元 雄基

8 小林 美紀

9 中西 信介

10 立松 育穂


